
(案) 

 

賃 貸 借 契 約 書 

 

 

１ 賃 貸 借 の 名 称   エコセンターはつかいち仮設計量室賃貸借 

 

２ 履 行 場 所   廿日市市 宮内３８６０ 地内 

 

３ 履 行 期 間   契約締結の日   から 

 

              令和１３年 ８月３１日  まで 

 

４ 賃貸借料金（総額） ￥             － 

（うち取引に係る消費税額及び地方消費税の額 ￥           －） 

 

５ 契約保証金 免除 

 

 上記の賃貸借について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、 

別途の条項によって公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名・押印の上、各自１通を保管する。 

 

令和  年  月  日 

 

発注者 廿日市市下平良一丁目１１番１号 

 

       廿日市市長  松本 太郎 

 

受注者  住所 

 

     氏名 

 

別紙



（目的） 

第１条 この契約は、受注者がエコセンターはつかいち敷地内に別紙エコセンターはつか

いち仮設計量室賃貸借仕様書、仮設建物等の設置に関する約款、エコセンターはつかい

ち仮設計量室仕様書（プレハブ用）、エコセンターはつかいち仮設計量室賃貸借（備品

リスト）、参考図面及び質疑回答書（以下、「契約図書」という。）に基づき、仮設計

量室を設置し発注者の使用に供するとともに、当該仮設計量室を常時適切かつ正常な状

態で安全に使用できるよう保守を行う。また、各期の切替期に必要な改修工事を行う。

使用終了後に仮設計量室を解体・撤去を行い敷地を現状復旧する。発注者は、以上に対

し料金を支払うことを約した。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第２条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、賃貸借物件（仮設計量室）及びそれに付随する物品、書類等を第三者に譲

渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、

発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（賃貸借料金の請求） 

第３条 賃貸借物件（仮設計量室）の賃貸借料金は、設置及び解体・撤去を含めた全体契

約金額を６０か月で除した額を１か月あたりの額とする。（月の初日から末日までをい

う。以下同じ。） 

 別表「エコセンターはつかいち仮設計量室賃貸借 賃貸借料金表」参照 

２ 受注者は、賃貸借物件（仮設計量室）の設置を完了し発注者による使用前検査を完了

し合格した翌月より、毎月末日に発注者へその月分の賃貸借料金を請求できる。 

（賃貸借料金の支払） 

第４条 発注者は、受注者から前条による請求書を受理したときは、その日から起算して

３０日以内に支払うものとする。 

２ 発注者は、自己の責めに帰すべき事由により料金の支払を遅延した場合、受注者は、

前項の期間満了の翌日から支払の日までの日数に応じ、未払いの賃貸借料金につき, 

政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の

規定により財務大臣が決定した率（以下、「支払遅延防止法の率」という。）の割合で

計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。 

（契約の保証） 

第５条 受注者は、この契約の締結と同時に、契約保証金を発注者へ納付しなければなら

ない。契約保証金は、契約金額（月額貸借料に賃貸借期間を掛けた金額をいう。以下同



じ。）の１０分の１とする。ただし、廿日市市契約規則（昭和６３年４月１日規則第１

５号）第３２条の各号に該当する場合は、納付を免除とする。 

２ 契約保証金の還付等については、廿日市市契約規則（昭和６３年４月１日規則第１５

号）第３３条第１項の規定による。 

（契約図書と履行内容が一致しない場合の修補義務） 

第６条 受注者は、履行内容が契約図書又は発注者の指示若しくは発注者と受注者との協

議の内容に適合しない場合には、これらに適合するよう必要な修補を行わなければなら

ない。この場合において、当該不適合が発注者の指示によるときその他発注者の責めに

帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められるときは、履行期間若し

くは賃貸借料金を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しな

ければならない。 

（条件変更等） 

第７条 受注者は、業務を行うに当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。 

（１）契約図書の内容が一致しないこと。 

（２）契約図書に誤謬又は脱漏があること。 

（３）契約図書の表示が明確でないこと。 

（４）履行上の制約等契約図書に示された自然的又は人為的な履行条件と実際の履行条

件が相違すること。 

（５）契約図書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状

態が生じたこと。 

２ 発注者は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を

発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、

受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示す

る必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、

その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむ

を得ない理由があるときは、あらかじめ、受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長す

ることができる。 

４ 前項の調査の結果により第１項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要が

あると認められるときは、発注者は、契約図書の訂正又は変更を行わなければならな

い。 

５ 前項の規定により契約図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要



があると認められるときは、履行期間若しくは賃貸借料金を変更し、又は受注者に損害

を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

（契約図書等の変更） 

第８条 発注者は、必要があると認めるときは、仕様書等の契約図書又は履行に関する指

示（以下、本条及び第９条において「契約図書等」という。）の変更内容を受注者に通

知して、契約図書等を変更することができる。この場合において、発注者は、必要があ

ると認められるときは、履行期間若しくは賃貸借料金を変更し、又は受注者に損害を及

ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

（受注者の提案） 

第９条 受注者は、契約図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他改良

事項を発見し、又は発案したときは、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき契約

図書等の変更を提案することができる。 

（発注者の請求による履行期間の短縮等） 

第１０条 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間

の短縮変更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、賃貸借料金を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

（履行期間の変更方法） 

第１１条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協

議開始の日から１４日（発注者があらかじめ定める場合は、その日数）以内に協議が整

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

するものとする。 

（賃貸借料金の変更方法等） 

第１２条 賃貸借料金の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から１４日（発注者があらかじめ定める場合は、その日数）以内に協議が

整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知

するものとする。 

（臨機の措置） 

第１３条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらな

ければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじ

め、発注者の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるとき



は、この限りでない。 

２ 前項の場合において、受注者は、そのとった措置の内容を発注者に直ちに通知しなけ

ればならない。 

３ 発注者は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、受注者に

対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に

要した費用のうち、受注者が賃貸借料金の範囲において負担することが適当でないと認

められる部分については、発注者がこれを負担する。 

（契約不適合責任） 

第１４条 発注者は、引き渡された賃貸借物件（仮設計量室）が種類又は品質に関して契

約の内容に適合しないもの（以下、「契約不適合」という。）であるときは、受注者に

対し、修補等による履行の追完を請求することができる。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、

発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期

間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請

求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすること

なく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

（１）履行の追完が不能であるとき。 

（２）受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

（３）成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

（４）前３号に掲げる場合のほか、発注者が本項の規定による催告をしても履行の追完

を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

（発注者の催告による解除権） 

第１５条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定め

てその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができ

る。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会

通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（１）正当な理由なく、履行に着手しないとき。 

（２）正当な理由なく、前条第１項の履行の追完がなされないとき。 

（３）前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 



（発注者の催告によらない解除権） 

第１６条 発注者は、この契約に関し、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、

直ちにこの契約を解除することができる。 

（１）受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下、「独占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措置命令（以下、

この号及び次項において単に「排除措置命令」という。）を受け、当該排除措置命

令が確定したとき。 

（２）受注者が、独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令（以下、この号及び次

項において単に「納付命令」という。）を受け、当該納付命令が確定したとき。 

（３）受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）が、刑

法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第

８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑に処せられたとき。 

（４）第２条の規定に違反して、この契約により生ずる権利又は義務等を譲渡したとき。 

（５）この契約の目的を達することができないことが明らかであるとき。 

（６）第１９条又は第２０条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

２ 発注者は、排除措置命令又は納付命令が受注者でない者に対して行われた場合であっ

て、これらの命令において、この契約に関し受注者の独占禁止法第３条又は第８条第１

号の規定に違反する行為があったとされ、これらの命令が確定したときは、直ちにこの

契約を解除することができる。 

第１６条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当したときは、直ちにこの契

約を解除することができる。 

（１）役員等（受注者が法人である場合にはその法人の役員又はその支店若しくは営業

所（常時契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、

集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下、「暴力団」

という。）の関係者（以下、「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。 

（２）役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に

関与していると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と

非難されるべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用するなど

していると認められるとき。 

（３）役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的

に関与していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は

便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認め

られるとき。 



（４）前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

（５）受注者の経営に暴力団関係者の実質的な関与があると認められるとき。 

（６）下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が前各

号のいずれかに該当することを知りながら、当該者との契約を締結したと認められ

るとき。 

（７）受注者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を第６号の契約その他

の契約の相手方としていた場合に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、

受注者がこれに従わなかったとき。 

（８）暴力団又は暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められる者に債権を

譲渡したとき。 

（発注者の任意解除権） 

第１７条 発注者は、賃貸借が完了するまでの間は、第１５条から前条までの規定による

ほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第１８条 第１５条、第１６条又は第１６の２に定める場合が発注者の責めに帰すべき事

由によるものであるときは、発注者は、第１５条、第１６条又は第１６条の２の規定に

よる契約の解除をすることができない。 

（受注者の催告による解除権） 

第１９条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照

らして軽微であるときは、この限りでない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第２０条 受注者は、契約図書等を変更したため賃貸借料金が３分の２以上減少したとき

は、直ちにこの契約を解除することができる。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２１条 第１９条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（解除の効果） 

第２２条 この契約が解除された場合には、第１条に規定する発注者及び受注者の義務は

消滅する。 

 



（秘密の保持） 

第２３条 受注者は、本契約の実施に当り、知り得た発注者の業務上の秘密を外部に漏ら

し、又は他の目的に利用してはならない。契約期間の終了後又はこの契約を解除した後

においてもまた同様とする。 

（その他の事項） 

第２４条 この契約書に定める事項について疑義が生じた場合又はこの契約書に定めのな

い事項で必要がある場合は、発注者及び受注者が協議して定めるものとする。 


